
相続により主たる債務者の地位を承継した
保証人による債務の弁済と主たる債務に

かかる消滅時効の中断の有無

（最高裁平成２３年（受）第２５４３号、求償金請求事件、平成２５年９月１３日第二小法
廷判決・民集６７巻６号１３５６頁）

大 澤 慎太郎

Ⅰ 事実の概要

１ 事案
訴外Ａ銀行は、商人たるＢに対して、①平成９年５月２６日に２，０００万

円を貸し付け、②平成１０年３月９日に締結した貸越極度額を５００万円と
する当座貸越契約により貸越しをし、③平成１１年５月２６日に１，０００万円
を貸し付けた（以下、①乃至③より生じる債務を「Ｂ関係貸付等債務」という）。

Ｘ信用保証協会（１審原告、控訴人、上告人）は、Ｂ関係貸付等債務につ
き、ＸがＡに代位弁済したときには、その代位弁済額およびこれに対す
る代位弁済日の翌日から年１４．６％の割合による損害金を支払う旨の約定
にてＢより保証の委託を受け（以下、「本件各保証委託契約」という）、上
記①乃至③の各日頃に、Ａとの間でＢ関係貸付等債務についてそれぞれ
保証契約を締結した。

Ｙ（１審被告、被控訴人、被上告人）は、Ｘとの間で、上記①乃至③の各
日頃に、本件各保証委託契約に基づき、ＢがＸに対して負担すべき各求
償金債務（以下、「本件各求償金債務」という）について、それぞれ連帯保
証契約を締結した（１）（以下、当該連帯保証契約から生じる債務を「本件各連
帯保証債務」という）。

ＢがＢ関係貸付等債務につき期限の利益を喪失するなどしたため、平
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成１２年９月２８日、ＸはＡに対して当該債務の残元利金合計３，０１３万５，６１１
円を代位弁済した。

平成１３年６月１３日、Ｂは死亡し、ＹがＢを単独相続した（他の相続人２
名は相続放棄をした）。なお、Ｙは、ＹがＢを単独相続する旨をＸに対し
て告げていた。

平成１５年１２月１５日から平成１９年３月３０日までの間、Ｙは、Ｘに対し、
本件各連帯保証債務の履行として、本件各求償金債務につき合計４２２万
６，４３０円を支払った結果、その残元金は２，５９０万９，１８１円、その遅延損害
金の合計は２，５８３万７，４５１円となった。

平成２２年１月１３日、ＸはＹに対し、本件各連帯保証債務の履行を求め
る旨の支払督促を佐倉簡裁に申し立てたところ、Ｙが督促異議の申立て
をしたことにより本件訴訟に移行した。

２ 第１審判決（千葉地佐倉支判平成２３年３月２９日民集６７巻６号１３６３頁）
ⅰ 当事者の主張
第１審において、Ｙは、抗弁として、Ｘが代位弁済をした平成１２年９

月２８日から５年以上を経過した平成１７年９月２７日をもってＸの請求権は
消滅時効により消滅したとして、商法５２２条に基づく主たる債務の消滅時
効を連帯保証人として援用すると主張し、また、Ｙが連帯保証人として
求償権の一部を弁済した平成１６年６月３日からも５年以上経過している
として、本件各連帯保証債務自体についても消滅時効を援用すると主張
した。

これに対して、Ｘは、再抗弁として、次のように主張した。①ＹはＢ
を単独相続したため、本件各求償金債務の連帯保証人であるとともにそ
の主たる債務者でもあり、当該求償金債務が５年の商事消滅時効にかか
るとしても、Ｙが平成１９年３月３０日にＸに対して弁済することにより主
たる債務者として債務承認をしているので、消滅時効は完成していない

（以下、「Ｘの再抗弁１」という）。②Ｙは、自身がＢの唯一の相続人であ

⑴ なお、ＹはＡとの間で、Ｂ関係貸付等債務の弁済についても、連帯保証
契約を締結している。
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る旨を告げてＸに弁済していたのであり、連帯保証人としてのみの資格
で弁済するというような行動をとったことは一度たりともない。Ｘとし
ても、他に相続人がいるのであれば時効中断の措置をとったはずである
が、Ｙが単独相続人である旨の表明を信頼して時効管理をしてきたので
ある。Ｙが単独相続人であることを正式に確定できた平成２２年４月１６日
まではＹの返済をＢの相続人からのものとすることができず、連帯保証
人としての返済として処理し、その旨データ処理をしたにすぎない（連
帯保証人として処理したのは便宜的なものである）。むしろ、Ｙが、Ｘから
Ｙへの通知や領収書の肩書について連帯保証人であるという表示がなさ
れていることを奇貨として、連帯保証人として主たる債務である本件各
求償金の消滅時効を援用するというのは禁反言の法理に違背する（以下、
「Ｘの再抗弁２」という）。

かかる再抗弁に対して、Ｙは、Ｘに対して支払った金員は、連帯保証
人としての弁済であり、主たる債務の時効は中断せず、また、Ｘも、本
件訴訟において、連帯保証請求権に基づいてＹに請求をしているので
あって、「連帯保証人としての返済として処理し、その旨データ処理を
したにすぎないというのは詭弁」であるなどと主張し、これを争った。

ⅱ 裁判所の判断（請求棄却）
第１審判決は、①「信用保証協会は商人の性質を有しないが、商人で

ある主債務者の委託に基づいて貸主である金融機関との間で信用保証契
約を締結した場合には、信用保証委託契約の当事者双方に商法の規定が
適用されることになるところ、信用保証協会が、信用保証委託契約の履
行として保証人の立場で主債務者に代わって弁済したことにより、主債
務者に対して取得する求償権については、商法５２２条のいわゆる商事債
権として５年の短期消滅時効の適用を受けるものと解されているとこ
ろ、Ｘは……Ｂの商人性とこれに基づく求償金……が商事債権であるこ
とを自認しているものと解される……そうすると、上記のとおり……平
成１２年９月２８日、求償金……を代位弁済し、平成２２年２月２２日に本訴を
提起したのであるから、求償金……について、Ｙの消滅時効の抗弁を認
めることができる……」とした上で、②ＹがＢを単独相続して所有不動
産の売却により一括返済することとしたこと、「……Ｙは、Ｘに対し、
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平成１５年１２月から平成１９年３月までの間、毎月合計１万円、ただし平成
１６年６月３日は３８２万６４３０円を支払っていたこと、Ｘは、Ｙを連帯保証
人として取り扱っていたことが認められる……Ｙは、Ｂを相続したこと
により、主たる債務者の地位と連帯保証人としての地位が帰属すること
になったものと認められるが……Ｙは、Ｘに対し、連帯保証人として支
払っていたにすぎないと解され、主債務につき、債務承認は生じないと
いうべきである……Ｘは、Ｙが消滅時効を援用することが禁反言である
と主張するが……Ｙには連帯保証人としての地位は存続していること、
ＹがＢを単独相続したことは相続人全員が相続放棄するのと比較すると
Ｂの財産を処分して弁済を受ける上でＸにとっても好都合でもあったと
解され、これが連帯保証人としての地位を喪失させるものとはいえない
こと……平成１４年１１月１日、国民生活金融公庫は、Ｙを亡Ｂ相続人債務
者として不動産競売の申立てをしているのであるから、平成２２年４月１６
日までＸがＢの相続人がＹのみであることを正式に確定できなかったと
いうこともできない……」として、Ｙの本件各求償金債務に係る消滅時
効の主張を認め、Ｘの請求を棄却した。これを不服としてＸが控訴。

３ 原審判決（東京高判平成２３年９月１５日民集６７巻６号１３７８頁）
ⅰ 当事者の主張
原審においてＸは、「債務者が消滅時効完成後に債権者に対し当該債

務の承認をしたときは、時効完成の事実を知らなかったときでも、その
後その時効の援用をすることは許されない」とした上で、平成１７年９月
２８日に主たる債務にかかる消滅時効が完成しても、平成１９年３月３０日の
弁済をもって、Ｙはその援用権を喪失することになる旨の主張を追加した。

ⅱ 裁判所の判断（控訴棄却）
原審判決は、第１審判決の補正として、①部分につき、「信用保証協

会が商人である債務者の委任に基づいて成立した保証債務を履行した場
合において、信用保証協会が取得する求償権は、商法５２２条に定める５
年の消滅時効にかかる（最高裁昭和４０年（オ）第１２３４号同４２年１０月６日第二小
法廷判決・民集２１巻８号２０５１頁参照）……Ｂは商人であることが認められ、
ＸがＢの委任に基づいてＡとの間で信用保証契約を締結し、その保証債
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務を履行（代位弁済）したことは……認定のとおりであるから、代位弁済
によってＸが取得した各求償権は、５年の消滅時効にかかることにな
る」とし、②部分につき、ＸはＹ以外の法定相続人が相続放棄したこと
をＹから聴取していること、平成１９年３月３０日までの各弁済についてＸ
がＹに交付した領収書の名宛人は「連帯保証人Ｙ」と表示され、平成２１
年１２月２８日付催告書には「主債務者：Ｂ」と表示されていたなどと追加
認定した上で、次のように判示した。

まず、Ｘの再抗弁１について、Ｂを単独相続したＹは、主たる債務者
と連帯保証人の地位を併有しているところ、主たる債務者として弁済し
た証拠もなく、むしろＸもＹの弁済を連帯保証人からの弁済として扱っ
ていたと認められるから、Ｙの弁済が主たる債務者として債務を承認し
たものと認めることはできず、「……ＹはＢから相続した不動産を任意
売却して求償金……の内入れ弁済をしているけれども、固有の連帯保証
債務を相続によって取得した財産によって弁済することは一般的にあり
得るものであるから、主たる債務者としてではなく、連帯保証人として
弁済をすることと矛盾することにはならない………」として、これを排
斥した。

次に、Ｘの再抗弁２にいう禁反言の主張につき、主たる債務者と連帯
保証人の地位を併有するに至ったＹが主たる債務者として弁済した証拠
はなく、「……もともと連帯保証人の地位にあったのであるから、連帯
保証人として弁済を継続する意思であったとしても不合理とはいえない
し……いったん主たる債務者として弁済をしながら、その後自らの前言
を翻して当該弁済は連帯保証人としての地位に基づいて行ったものであ
ると主張し始めたといった事実を認めるに足りる証拠もない……Ｙが
……Ｂを単独相続する旨を告げたことは……主たる債務者としての地位
にも立つことを明らかにしたものとはいえても、それ以上に、以後主た
る債務者としてのみの責任を負い、義務を果たすことを表明したとまで
は評価することができないし」、Ｙが時効中断の措置を妨害する等の行
為をした事情もなく、その主張・立証もないほか、Ｘ自身もＹを連帯保
証人として管理していたことなどからすれば、「……Ｙが主たる債務の
消滅時効を援用することが、Ｙの過去の言動と矛盾するとは認められな
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いことはもちろん、Ｙが連帯保証人の地位と主たる債務者の地位を都合
良く使い分けるといった信義則に違反するような事情も何ら認められな
い……」として、これを排斥した。

また、控訴審でのＸの追加主張については、以上のような事情のほ
か、主たる債務者の地位も併有したというだけでは主たる債務を承認し
たとまでは言えないことなどを理由に、Ｙが主たる債務にかかる消滅時
効の援用権を喪失することにはならないとして、これも排斥した。

いずれの主張も排斥されたＸが不服として、上告受理申立て。Ｘは、
上告受理申立理由として、①時効中断事由について定める民法１４７条３
号にいう「承認」とは、いわゆる観念の通知であり、相手方当事者の権
利の存在を意識した上でなされれば時効中断の効果が生じるところ、Ｙ
は、ＸがＹに対して求償金全部について請求権を有している事実を認識
した上で内入れ弁済をしたのであるから、かかる弁済は同号にいう「承
認」に当たる、②Ｙは連帯保証人と主たる債務者の地位を併有しており、
その弁済は両者の立場での弁済という性質を併せ持っているところ、Ｙ
は連帯保証人としてのみ弁済したと認めることはできず、Ｙは求償金債
務と連帯保証債務が存在する状態で、その両者を認識した上で単に債務
を弁済したのであるから、ＹはＸに弁済するたびに、主たる債務の存在
についても権利の存在を自認しているはずであるなどと主張した。

Ⅱ 判決要旨（破棄自判）

かかる上告受理申立理由に対して、最高裁は、「……主たる債務を相
続した保証人は、従前の保証人としての地位に併せて、包括的に承継し
た主たる債務者としての地位をも兼ねるものであるから、相続した主た
る債務について債務者としてその承認をし得る立場にある。そして、保
証債務の附従性に照らすと、保証債務の弁済は、通常、主たる債務が消
滅せずに存在していることを当然の前提とするものである。しかも、債
務の弁済が、債務の承認を表示するものにほかならないことからすれ
ば、主たる債務者兼保証人の地位にある者が主たる債務を相続したこと
を知りながらした弁済は、これが保証債務の弁済であっても、債権者に
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対し、併せて負担している主たる債務の承認を表示することを包含する
ものといえる。これは、主たる債務者兼保証人の地位にある個人が、主
たる債務者としての地位と保証人としての地位により異なる行動をする
ことは、想定し難いからである……したがって、保証人が主たる債務を
相続したことを知りながら保証債務の弁済をした場合、当該弁済は、特
段の事情のない限り、主たる債務者による承認として当該主たる債務の
消滅時効を中断する効力を有すると解するのが相当であ……」り、Ｙが、
単独でＢの本件各求償金債務を相続したことを知りながら、平成１５年１２
月１５日から平成１９年３月３０日まで継続した本件各連帯保証債務の弁済
は、主たる債務者による承認として本件各求償金債務の消滅時効を中断
する効力を有し、この中断は、Ｙが連帯保証人として援用する本件各求
償金債務および本件各連帯保証債務の消滅時効に対しても、その効力を
生ずる（民法４５７条１項）ところ、ＸがＹに対して支払督促を申し立てた平
成２２年１月１３日の時点では、いずれの債務の消滅時効も完成していな
かったとして、第１審判決を取り消し、原判決を破棄して、Ｘの請求を
認容した。

Ⅲ 研究

１ はじめに
本判決の争点は、要するに、（単独）相続によって主たる債務者の地位

を承継した（連帯）保証人がなした債務の弁済が、主たる債務にかかる消
滅時効の中断を生じさせるかどうかということである。ここには、そも
そも、相続によって、主たる債務者の地位と保証人の地位は融合してし
まうのか、または、併存することとなるのか（あるいは、主たる債務と保
証債務は併存するのかどうか）という問題⑵と、仮に融合しないとするな
らば、両者の地位が帰属した者が行った弁済は、時効中断との関係でい
かなる法的効果を持つのかという問題⑶が、共存している。以下、順
に、先例および学説等を確認し、これに基づいて本判決を検討する⑷。

なお、本判決において、主たる債務者を相続したのは、連帯保証人で
あったけれども、判旨にも観られる通り、争点との関係では、単純保証
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人とあえて区別して論じなければならない理由もない（２）ので、必要のな
い限り保証人の問題として扱うこととする。

２ 地位の併存の有無
ⅰ 混同による保証債務の消滅の有無
⑴ 学説の概要
地位の併存の有無につき、法的な関連性があると考えられるものとし

て、混同（３）や、無権代理人の本人相続（本人の無権代理人相続）（４）といった
問題を挙げることができる。

まず、混同について検討する。民法５２０条本文は「債権及び債務が同
一人に帰属したときは、その債権は、消滅する」としており、この債権
および債務が同一人に帰属する状態を正確に言えば、「一個の債権につ
いて、その債権者たる地位と債務者たる地位とが同一人に帰属するこ
と（５）」というようになる。それゆえ、もともと、主たる債務と保証債務
という別個の債務が存在し、そのそれぞれの債務者としての地位である
主たる債務者と保証人の地位が相続によって一人に帰属するに至ったと
ころで、混同の問題は生じない（債権の消滅をもたらさない）とも考えられ
る（６）。このような、主たる債務者と保証人の地位の「混同」（主たる債務
と保証債務の同一人への帰属）のように、「債務関係の内部に相互に存在す

⑵ 武川幸嗣「本件判批」金判１４３５号（２０１４年）５頁、石田晃士「本件判批」
金判１４３６号（２０１４年）２６頁（両者とも本判決の射程との関係で同趣旨の指摘を
する）、森永淑子「本件判批」ジュリ１４６６号（平成２５年度重要判例解説）

（２０１４）７３頁など。
⑶ 本判決と混同との関係を指摘するものとして、白石大「本件判批」新・

判例解説Watch◆民法（財産法）７４号（２０１３年）４頁脚注⑸、草野元己「本件
判批」私法判例リマークス４９号（２０１４年）２３頁、堀口久「本件判批」銀法７６８
号（２０１４年）２２―２３頁などがある。

⑷ 本判決と無権代理と相続との関係を扱うものとして、白石・前掲注⑶
３頁、武川・前掲注⑵５―６頁などがある。

⑸ 我妻榮『新訂 債権総論（民法講義Ⅳ）』（岩波書店、１９６４年）３６９頁。
⑹ 嘉山幹一『改版 債権総論』（敬文堂、増補版、１９２７年）３４９―３５０頁、およ

び、５３５頁。
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る二つの義務もしくは権利の同一人への帰属」は「不真正混同（unechte
Vereinigung）」と呼ばれ、先の民法５２０条にいう混同、および、所有権
と他物権とが同一人に帰属するという意味での混同（民法１７９条）とは区
別されて論じられている（７）。しかしながら、後者のように、所有権と他
物権とが同一人に帰属することによって他物権が消滅するのは、債権者
と債務者の地位が同一人に帰属するからではなく、「一個の権利が他の
強大なる権利に吸収せられ」るからであるという点に着目するのであれ
ば、附従的債務である保証債務についても、まさに、主たる債務という
「強大なる義務（８）に吸収せら」れるものであるとして、混同により消滅
するのを原則と解する（９）ことも理論的に不可能ではない。もっとも、結
局のところ、混同は、「債権者と債務者を結びつける法鎖が存立しなく
なる」というような債権の本質から導出されるものではなく、（経済的
に）意味があるかないかといった視点から検討されるべき（１０）であるなら
ば、単に、理論的な側面のみに拘泥して、保証債務の混同による消滅の
有無について結論付けなければならない必然性はないのである。それゆ
え、不真正混同において保証債務が消滅することを原則と考える立場に
せよ、例外とする立場にせよ、例えば、保証債務に担保が付されていた
場合や違約金が定められていた場合など、保証債務を存続させることが
債権者にとって利益となる場合には、存続を認める（１１）というのが共通し
た理解になっていると解される。いずれにしても、重要なことは、主た

⑺ 石坂音四郎『日本民法 債権総論 下巻』（有斐閣、合本版、１９１６年）１７１９―
１７２０頁。定義につき、磯村哲編『注釈民法⑿債権⑶』（有斐閣、１９７０年）５０７
頁〔石田喜久夫〕参照。

⑻ ここでいう「強大」とは金額の大小を意味するわけではない。
⑼ 石坂・前掲注⑺１７２０―１７２１頁（なお、引用に当たって、現代語表記に改め

た）。
⑽ 我妻・前掲注⑸３６９頁。
⑾ 石坂音四郎『日本民法 債権総論 中巻』（有斐閣、合本版、１９１６年）１０８１―

１０８２頁、嘉山・前掲注⑹３４９―３５０頁、田島順ほか『註釈 日本民法（債権編
総則）下巻』（巌松堂、１９３６年）４２１頁、林良平（安永正昭補訂）ほか『債権総論

（現代法律学全集８）』（青林書院、第３版、１９９６年）３７０頁、石田・前掲注⑺
５０８頁などを参照。
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る債務者と保証人の地位が同一人に帰属するに至ったという場合が、混
同による消滅とは無関係（１２）であるという結論に必然的に結び付けられる
わけではないということでる。

なお、主たる債務者を保証人が相続した場合には、保証人の主たる債
務者に対する求償権についても混同による消滅（民法５２０条）が問題とな
りうるけれども、この場合には、まさに５２０条本文にいう「債権及び債
務者が同一人に帰属したとき」に当たり、原則として、債権は消滅する
と解しつつ、同条但書による例外的な存続の有無を検討することとなろ
う（後掲静岡地判平成５年１１月５日参照）（１３）。

⑵ 裁判例
主たる債務者と保証人の地位が同一人に帰属するに至った場合の保証

債務の存続の有無に関する先例（１４）としては、静岡地判平成５年１１月５
日（１５）が指摘（１６）されている。同判決は、主たる債務者Ａの連帯保証人Ｂお
よびＣ（Ａの両親）が主たる債務者の地位を共同相続し、本件と同じく、
主たる債務者と連帯保証人の地位が同一人に帰属した場合、連帯保証人
としての地位が存続するのか否かが問題となり、直接的な争点としては
所得税法６４条２項の解釈の問題ではあるけれども、本件に対して示唆に

⑿ 例えば、白石・前掲注⑶４頁脚注⑸は、「いうまでもないことだが、保証
人が相続によって主たる債務を相続しても……混同（民法５２０条）が生じるこ
とはない」とするが、 これは民法５２０条にいう混同に限定した指摘であろう。

⒀ 木村弘之亮「判批（静岡地判平成５年１１月５日）」ジュリ１０８２号（１９９６年）
１９３頁。

⒁ 不真正混同と保証債務の消滅の有無に係る裁判例に付いては、木村・前
掲注⒀１９２頁以下が詳しい（なお、同書で指摘されている、大判昭和１２年６
月１５日民集１６巻９３１頁は、保証が付された賃料債務につき、その賃借人の死
亡後に、保証の効力が存続するか否かを問うものであるから、少なくとも
本稿が問題とする不真正混同と保証債務の消滅の有無との関係には、直接
的な先例となるものではないであろう）。

⒂ 静岡地判平成５年１１月５日訴月４０巻１０号２５４９頁。
⒃ 堀口・前掲注⑶２２頁、草野・前掲注⑶２３頁など。また、本判決の評釈と

して、須藤義明「判批」訴月４０巻１０号（１９９４年）２５４９頁、木村・前掲注⒀が
ある。
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富む判決部分を含んでいる。すなわち、同判決は、まず、主たる債務と
保証債務の併存の有無について、ＢおよびＣは「……それぞれ二分の一
の割合の相続分により本件借入金債務を含むＡの権利義務を相続したの
であるから、本件借入金債務の各二分の一宛てについて主たる債務者と
しての地位を有するに至ったことは明らかであり、したがって、右各主
たる債務者としての地位とＢ及びＣがそれぞれ右相続前から有していた
Ｂの保証債務及びＣの保証債務に係る連帯保証人としての地位とが同一
人に帰属することになるが、だからといって、ＢとＣとの連帯保証人と
しての地位のうち、それぞれ主たる債務者としての地位と重複すること
となった本件借入金債務の二分の一に係る部分が当然に消滅すると解す
べき明確な実定法上の根拠はないから、Ｂ及びＣは、それぞれ、従前の
とおり本件借入金債務の全額に相当する額の連帯保証債務を負うととも
に、右連帯保証債務と重複して本件借入金債務の二分の一に当たる部分
につき主たる債務を負うこととなるに至ったものと解するのが相当であ
る……」として、その併存を肯定している。併せて、同判決は、主たる
債務者（Ａ）と連帯保証人（ＢおよびＣ）の地位が同一人に帰属した場合の、
求償権の存続の有無について、「……Ｂは主たる債務者に対して右弁済
額全部につき求償権を取得することになる……Ｂの保証債務に係る主た
る債務に当たるものは本件借入金債務であるところ、本件借入金債務
は、その債務者であるＡの死亡に伴い、相続によりＢ及びＣに各二分の
一の割合で承継されたのであるから、Ｂの主たる債務者に対する求償権
のうち二分の一は自己を債務者とする債権として成立することとなり、
混同によって直ちに消滅するものである……」として、求償権の混同に
よる消滅を肯定する。

ⅱ 「無権代理人と相続」との関係
主たる債務者と保証人の地位が同一人に帰属した場合については、無

権代理人と本人の地位が相続により同一人に帰属した場合の、無権代理
行為の追認をめぐる問題との類似性が想起される。しかし、前者は、主
たる債務と保証債務という、当初から別個に存在していた債権債務関係
が同一人に帰属した場合のその債権債務関係の存続の有無が問題となる
のに対して、後者は、もともと本人に帰属するかどうかということが問
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われる１個の債権債務関係について、その追認拒絶の可否が基本的に問
題となるのであるから、論じるべき法的関係の基礎が異なっている。確
かに後者においても、無権代理人が個人として負うべき損害賠償等の責
任（１７）についてまで考慮すると、追認の対象となる法的関係とは別個の債
務が生じることになる。しかし、この場合を考慮しても、無権代理人の
責任に係る債務と追認の対象となる債権債務関係とは、選択的な関係で
あるため（民法１１７条１項参照）、要は、両者のうち、どちらを存続させる
のが適当であるのかといった評価の問題に収斂させることが可能である
のに対して、主たる債務と保証債務とは別個の債務でありながらも、現
実的には、保証債務の弁済が主たる債務の弁済を意味する（１８）という、あ
る種の同一性を持っていることが明確な違いとして現れる。加えて、あ
るいはそれゆえに、無権代理人と相続にかかる問題においては、相続に
より本人の地位が帰属することになった無権代理人（１９）、または、無権代
理人の地位が相続により帰属することになった本人（２０）による、追認拒絶
の可否という、いわば、法的な妥当性の評価が必然的に内在することに
なるのに対して、主たる債務者と保証人の地位の同一人への帰属といっ
た場合においては、その法的処理の在り方が純理論的に考察可能である
という違いもある。したがって、ある異なる地位の者が同一人に帰属す
る場合に、その地位を分けて行動できるかどうかは信義則の規律に服す
るというような、当然の理以上の示唆をここから得ることは困難であろ
う（２１）。

⒄ 最３判昭和４８年７月３日民集２７巻７号７５１頁は無権代理人を相続した本人
は、その無権代理行為を追認拒絶できる地位にあっても、その無権代理人
としての債務は免れないとしている。

⒅ 例えば、近江幸治『民法講義Ⅳ（債権総論）』（成文堂、第３版補訂、２００９
年）２２２―２２３頁は、保証人の債務について、「保証人Ｃは、主たる債務者Ｂが
本来的に負担している債務（主債務）について、その全部を給付すべき義務
を負う」と表現する。問題意識につき、後掲注65とその対応本文および同
注97とその対応本文を参照。

⒆ 最１判平成５年１月２１日民集４７巻１号２６５頁。
⒇ 最２判昭和３７年４月２０日民集１６巻４号９５５頁。
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３ 弁済と時効中断
ⅰ はじめに
先に観た通り、主たる債務者と保証人の地位が相続によって同一人に

帰属する場合において、混同により保証債務が消滅すると解するのであ
れば、あとは、主たる債務者としての（一部）弁済の効果を、時効の中断
との関係で観ればよいことになる。これに対して、混同による保証債務
の消滅が生じず、主たる債務者と保証人の地位が併存すると解する場
合、すなわち、そもそも混同が生じないと解する場合、および、例外的
に混同が生じないと解する場合においては、いかなる地位で弁済をする
こととなるか、また、これにより生じる法的効果はいかなるものとなる
のかといったことが問われ、これこそまさに、本判決の争点そのものと
いうことになる。以下では、本判決の具体的な検討⑷を行う前提とし
て、弁済と時効中断に係る従前の議論状況を概観する。具体的にこれ
は、時効の中断事由について規律する民法１４７条のうち、同３号にいう
「承認」と弁済との関係を検討することを意味する。

ⅱ 時効中断の根拠と承認
⑴ 学説の概要
まず、承認が時効の中断事由となることの根拠については、本来、時

効自体の存在理由（２２）に関する見解の対立と併せて観察すべきこと（２３）では
あるけれども、本稿の目的に限定してその概要を示せば次の通りとな
る（２４）。すなわち、これを大別すれば、①時効中断制度の存在理由を民法

21 状況が異なる旨を指摘するものとして、白石・前掲注⑶３頁、武川・前
掲注⑵５―６頁がある。

22 学説を一覧できる表として、松久三四彦『時効制度の構造と解釈』（有斐
閣、２０１１年）１３５頁を参照。また、従前の時効学説における、いわゆる、「実
体法説」と「訴訟法説」といった分類につき、時効制度の目的と、実体法
上の制度か訴訟法の制度かということとは理論的な関係には無い（特に実体
法説に分類される学説の多くが実際にそのことを意識していない）ことなど
を理由として、一連の学説を「権利消滅説」と「推定説」という呼称に分
類するのが望ましいという点について、同書１１５―１１６頁以下を参照。

23 川井健『民法概論① 民法総則』（有斐閣、第４版、２００８年）３２９頁。
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１４７条各号所定の事由がある場合には、「権利者によって真実の権利が主
張され、または、義務者によって権利が承認され、そのために、真実の
権利関係と異なる事実状態、すなわち、時効の基礎たる事実状態の継続
が破れるからである（２５）」とした上で、「承認とは、時効の利益を受ける
当事者が、時効によって権利を失う者に対して、その権利の存在するこ
とを知っている旨を表示することである。かような表示があるときは、
権利者が直ちに権利を行使しなくとも、あえて権利の行使を怠るものと
いいえないだけでなく、権利関係の存在も明らかとなるから、これを中
断事由とした（２６）」という見解、②時効中断制度の存在理由を「強い証拠
力をもつ事実によって、一定の時における権利の存在が確認し得られる
ならば、挙証上の困難はその時以後の権利の存続についてのみ存在する
のであり、だから、時効期間は改めてその時から起算されてよいことに
なる（２７）」と指摘した上で、承認が時効の中断事由とされるのは「時効に
よって権利を受ける者自身が、時効期間の経過しつつある権利の存在を
承認（表示）する場合には、その権利のもっとも疑いのない証拠として価
値―或いは、時効という法定証拠を破る価値―を有すると見られるので
あり、したがって承認行為そのものに瑕疵がないかぎり、後になってそ
の者が承認を否認して時効を援用することを許すべきではない」（２８）から
であるとする見解、および、③両者共に理由として挙げる見解（２９）の３つ
となる（３０）。基本的に、「実体法説（権利消滅説）」からは①のような説明
がなされ、「訴訟法説（推定説）」からは②のような説明がなされること

24 概要として、川島武宜編『注釈民法⑸総則⑸』（有斐閣、１９６７年）１１９頁〔川
井健〕を参照。なお、本判決を時効の存在理由から詳細に検討するものと
して、草野・前掲注⑶がある（特に、同書２４頁以下参照）。

25 我妻榮『新訂 民法総則（民法講義Ⅰ）』（岩波書店、１９６５年）４５７―４５８頁。
26 我妻・前掲注25４７０頁。
27 川島武宜『民法総則（法律学全集１７）』（有斐閣、１９６５年）４７３頁。
28 川島・前掲注27５００頁
29 ③の立場（多元説）が有力である旨の指摘として、川井・前掲注24１１９頁を

参照。
30 松久・前掲注22１４１頁。
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となる（３１）。もっとも、特に「承認」をめぐってはその理由付けが難しい（３２）

とされており、実体法説の立場では民法１４７条１号にいう「請求」およ
び同２号の「差押え、仮差押え又は仮処分」の説明は可能であっても、
権利者の権利不行使の状態について影響を与えるものではない３号の承
認については説明が困難であるとされ、訴訟法説の立場では、承認の説
明は可能であっても、その反面、請求や差押え等によって時効中断が認
められる場合に、請求の時点や差押え等の申請をした時点からその効力
が生じることの説明が難しくなる旨の指摘（３３）がなされているところであ
る。近時では、統一的な説明（３４）を捨てて、個別にその根拠を説明しよう
とする見解（３５）や、実体法説（権利消滅説）に立脚しつつ「義務者保護とい
う時効制度の要請がその基礎を失うため……すなわち、義務者の『承認』
により、権利者が義務者の自発的履行（占有物の返還・債務の履行）を信じ
て権利行使を控えた場合に、それにもかかわらず、時効を進行・完成さ
せるのは権利者に酷なため、このような場合には義務者保護の要請（権
利者に対する権利行使の要請）は働かなくなり、時効は中断する」と説明
する見解（３６）もある。

⑵ 判例
以上のように、承認が時効中断事由とされることの根拠については、

31 川井・前掲注23３２８―３２９頁。
32 内田貴『民法Ⅰ 総則・物権総論』（東京大学出版会、第４版、２００８年）

３２０頁。
33 佐久間毅『民法の基礎１ 総則』（有斐閣、第３版〔補訂〕、２００９年）４１０―

４１１頁参照。
34 例えば、「手続を保障され責任を負わされた当事者間の公平」を考慮し

て、時効中断の根拠を考察するものとして、草野元己「旧民法における時
効の援用権者―考察への展望―」清水元ほか編『財産法の新動向（平井一雄
先生喜寿記念）』（信山社、２０１２年）６３７頁以下（本稿との関係では、承認につ
いて６６２―６６５頁）がある。

35 例えば、統一的な説明が困難であることを認めるものとして、四宮和
夫＝能見善久『民法総則』（弘文堂、第８版、２０１０年）３９０頁（ただし、基本的
に訴訟法説〔推定説〕に立脚するとする）。

36 松久・前掲注22１４１―１４２頁。
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確定した説明が困難な状況にある。それでは、判例（３７）において、時効中
断事由としての承認はどのように扱われているのだろうか。まず、法的
性質として、【判例①】民法１４７条３号にいう承認とは、時効の利益を受
ける当事者の一方が、その相手方の権利の存在を認識する旨の観念の通
知であり、法律行為ではないので効果意思を必要としないという（３８）。ま
た、【判例②】承認は、権利存在の事実を認識する相手方の一方的行為
に過ぎないので、権利者の何等の行為も要件とするものではなく、権利
行使でもなければ、権利行使の結果でもない、単なる「権利不行使ノ状
態ト相容レサル事実」であるとされる（３９）。それゆえ、ここからのある種
の当然の帰結として、【判例③】債務の一部弁済は、「債務ノ承認ヲ表白
スルモノ」として、その債権全体についての時効中断の効果を生じさせ
ることとなる（４０）。もっとも、ここでいう一部弁済とは、債権全額の一部
ということを意味し、例えば、複数の独立した債務の内の一部を弁済す
る場合や、債務総額自体に争いがあるときの一部弁済の場合を含むもの
ではないことには注意を要する（４１）。

ⅲ 保証人による弁済と時効中断
⑴ 主たる債務者に生じた時効中断の効果
以上が、時効中断事由としての承認と弁済にかかる一般論である。主

たる債務者と保証人の地位が同一人に帰属した場合に、保証債務が消滅
すると解するのであれば、本判決の事案のような場合についても、上記
の概観のみから一定の結論を導くことができよう。一方、両者の地位が
併存すると解するのであれば、これに加えて、保証人による弁済と主た
る債務の時効中断との関係についての基礎的考察が必要となる。

まず、主たる債務者について生じた事由は、附従性の原則の帰結とし
て、すべて保証人に効力を及ぼすことになり（４２）、主たる債務者について

37 取り上げる判例については、川井・前掲注24１１９頁以下を参考としてい
る。

38 大判大正８年４月１日民録２５輯６４３頁。
39 大判大正３年１２月１０日民録２０輯１０６７頁。
40 大判大正８年１２月２６日民録２５輯２４２９頁。
41 川井・前掲注24１２５―１２６頁参照。
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生じた時効中断の効果が保証人に及ぶことは明文をもって定められてい
る（４３）（民法４５７条１項）。それゆえ、先に観た通り、債務の一部弁済が時効
中断事由としての承認にあたることから、主たる債務についてかかる弁
済があれば、保証債務についても時効中断が生じることとなる。

⑵ 保証人に生じた時効中断の効果
次に、保証人について生じた事由は、原則として、主たる債務者に対

して影響を及ぼさない（４４）。それゆえ、判例は、保証人が保証債務を承認
したところで、主たる債務に時効中断の効果は生じないとする（４５）。もっ
とも、連帯保証の場合には、連帯債務の絶対的効力事由に係る各種の規
定が準用される（民法４５８条）結果、保証人に対する「請求」は、主たる
債務者に対して時効中断の効果を生じさせることとなる（民法４３４条、同
１４７条１号）。しかし、民法４３４条に定めのない、保証人による債務の「承
認」は、主たる債務者に対して時効中断の効果をもたらすものとはなら
ないというのが判例（４６）の立場である。したがって、単純保証であって
も、連帯保証であっても、保証人による債務の承認は、主たる債務者に
対して時効中断の効果を生じさせるものではないこととなる。

ⅳ 保証人による主たる債務にかかる時効利益の放棄
⑴ 時効制度における２つの「承認」
以上のような、時効の中断事由としての「承認」とは別に、時効完成

42 我妻・前掲注⑸４８４頁。
43 なお、潮見佳男『プラクティス民法 債権総論』（信山社、第４版、２０１２年）

６２１頁は、附従性とは「主たる債務（被保証債権）なければ、保証債務（人的
担保）なし」ということを意味するにとどまり、「主たる債務に生じた事由
が、従たる債務である保証債務に影響する」という意味まではもたないと
した上で、民法４５７条１項の内容は、「主たる債務が時効消滅する前に保証
債務が時効消滅することのないようにして、特に債権の担保を確保しよう
とする政策的意図に出たもの」と説明し、かような説明が学説においては
一般的であるという指摘（淡路剛久『債権総論』〔有斐閣、２００２年〕４０１頁）
がある。

44 我妻・前掲注⑸４８７頁。
45 大判明治３４年６月２７日民録７輯７０頁。
46 大判昭和１２年１１月２７日判決全集４輯２３号１０頁。
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後の時効利益の放棄との関係で「承認」が問題となることがある。時効
完成後の時効利益の放棄は「一種の意思表示（４７）」であり、この点で、観
念の通知たる時効中断事由としての「承認」とは概念構成が異なること
となる（４８）。しかし、後に観るように、判例（４９）は時効完成の事実を知らず
に債務承認をした場合には信義則に照らして再度の時効援用を認めない
としており、この結果、時効完成後の時効利益の放棄として、観念の通
知としての「承認」が加わることとなったと評価されている（５０）。それゆ
え、両者は完全に同一のものとして捉えることは控えるべき（５１）ではある
けれども、かかる時効利益の放棄としての「承認」からも、時効中断事
由としての「承認」を検討するに当たって、その基礎の部分における示
唆は得られるはずである。そこで、時効利益の放棄としての承認にかか
る先例等についてここで概観しておく（５２）。

⑵ 判例
まず、【判例④】時効の援用について規律する民法１４５条にいう当事者

は、時効の完成により利益を受ける者を指し、保証債務は主たる債務の
消滅により消滅するものであるから、保証人は主たる債務の時効により
利益を受ける者であるとして、保証人による主たる債務にかかる消滅時
効の援用を認める（５３）。この際、【判例⑤】主たる債務者が時効の利益を

47 我妻・前掲注25４５３頁。
48 川島・前掲注27５００頁。
49 最大判昭和４１年４月２０日（後掲・注〔６２〕）。
50 川井・前掲注24１２０頁。
51 金山直樹「判批（最大判昭和４１年４月２０日）」潮見佳男＝道垣内弘人編『民

法判例百選Ⅰ 総則・物権』（有斐閣、第７版、２０１５年）８６頁参照。なお、時
効中断事由としての「承認」と、時効利益の放棄としての「承認」との関
係についても、同書８５―８６を参照。

52 かかる点を簡潔に示すものとして、武川・前掲注⑵４頁がある。また、
保証人による時効援用と主たる債務との関係を詳細に論じた近時の研究と
して、今西康人「連帯保証債務の別個債務性（独立性）と附従性の関係―主
たる債務の時効完成の場合を例として―」清水ほか・前掲注34２８３頁以下が
ある。

53 大判大正４年７月１３日民録２１輯１３８７頁。

相続により主たる債務者の地位を承継した保証人による債務の弁済と主たる債務にかかる消滅時効の中断の有無

４１（７８）



放棄していたとしても、保証人は、なお、主たる債務の消滅時効を援用
することができる（５４）。加えて、【判例⑥】保証債務について時効中断の
効果が生じ、または、保証人が自身の保証債務についての消滅時効完成
後にその利益を放棄したとしても、なお、主たる債務について完成した
消滅時効を援用することができるとする（５５）。しかしながら、【判例⑦】
「主債務の消滅時効完成後に、主債務者が当該債務を承認し、保証人
が、主債務者の債務承認を知って、保証債務を承認した場合には、保証
人がその後主債務の消滅時効を援用することは信義則に照らして許され
ない（５６）」として、一定の場合には、信義則によって保証人の主たる債務
にかかる消滅時効の援用が封じられることもある。もっとも、「２つの
承認」の両者にかかるものとして、【判例⑧】「主債務について権利義務
の当事者ではない保証人が主債務を承認しても、それだけで主債務が存
在している蓋然性が生じるわけではない……保証人による主債務の承認
は……主債務について時効中断の効力を生ぜず、主債務の消滅時効期間
は保証人の債務の承認があっても進行し、主債務が時効消滅するときに
は、保証債務は主債務に付従して消滅する……主債務の時効完成前に保
証人が保証債務を履行した事実があるからといって、それだけでは、保
証人が将来主債務の時効が完成した場合でも時効を援用せず保証債務を
履行するという確定的な意思を表明したとはいえない……保証人の時効
完成前の債務弁済があっても、特段の事情のない限り、その時効援用権
は制限されない……主債務の時効完成後に保証人が保証債務を履行した
場合で、主債務が時効により消滅するか否かにかかわりなく保証債務を
履行するという趣旨に出たものであるときは格別、そうでなければ、保
証人は、主債務の時効を援用する権利を失わないと解するのが相当であ
る……（主債務者が）破産して無資力であるためこれに対して求償権行使
ができないことを承知で弁済してきたものであることは、弁論の全趣旨

54 大判昭和６年６月４日民集１０巻４０１号。なお、この場合には、主たる債務
は保証のない債務になるとされる（中田裕康『債権総論』〔岩波書店、第３
版、２０１３年〕４９４頁）。

55 大判昭和７年６月２１日民集１１巻１１８６頁。
56 最１判昭和４４年３月２０日集民９４号６１３頁。
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により認められるが……主債務の時効消滅を認識しながらなおかつ保証
債務を履行してきた事実は認められない」（括弧内は筆者）とした高裁判
決（５７）を支持した判例（５８）もあり、保証人による債務の一部弁済が直ちに主
たる債務にかかる時効の中断や利益の放棄に繋がるわけではないとされ
ていることには留意すべきである（５９）。なお、学説には、保証債務が承認
により時効中断されながら、主たる債務の時効援用を許すのは「『承認』
を中断事由とした目的からは抜け道を許す解釈であり不当な結論といわ
ざるをえない」といったことなどを理由として、一般的に、保証人によ
る主たる債務にかかる消滅時効の援用を否定するもの（６０）や、確定判決の
既判力の視点から、主たる債務と保証債務とにつき矛盾した結果を生じ
させるのを防ぐといった点を強調しつつ、同じく、保証人による主たる
債務にかかる消滅時効の援用を否定するもの（６１）もある。

⑶ 保証人による弁済と債務の承認との関係
ところで、⑤から⑧に示されるような時効利益の放棄（喪失）につい

て、判例は、【判例⑨】債務者は「自己の負担する債務について時効が
完成したのちに、債権者に対し債務の承認をした以上、時効完成の事実
を知らなかつたときでも、爾後その債務についてその完成した消滅時効
の援用をすることは許されない（６２）」としている。この理からすれば、保
証人も、時効の完成の事実の認識にかかわらず、保証債務の一部弁済に
よって、保証債務について完成した時効利益を喪失することになりう
る（６３）。もっとも、このように、時効完成にかかる認識を問わないとはい
えども、判例⑥のように、保証人が保証債務についての時効利益を放棄
した後、なお、主たる債務にかかる消滅時効を援用できるという理から

57 東京高判平成７年２月１４日金判９７１号１５頁。
58 最２判平成７年９月８日金法１４４１号２９頁。
59 山田誠一「判批（東京高判平成７年２月１４日）」金法１４２８号（１９９５年）２２頁。
60 松久・前掲注22７８―８０頁（保証人は主たる債務の時効援用権者ではないと

結論付ける）。
61 草野・前掲注⑶２５頁。
62 最大判昭和４１年４月２０日民集２０巻４号７０２頁。
63 金山直樹『時効における理論と解釈』（有斐閣、２００９年）５１８頁。
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すれば、保証債務の一部弁済による「承認」は、あくまで保証債務の範
囲に留まり、主たる債務にかかる「承認」までは含まないということに
なる（６４）（判例⑧はその旨を示すものとなる）。しかしながら、この点に関
し、金山直樹教授は、「保証人による弁済は、形式的には、債権者に対
して負担する保証債務の履行であるが、実質的には、主たる債務の履行
である。それゆえ、（筆者注：字義通り存在を認めるという意味での）『承
認』の場合と異なって、弁済行為それ自体の中にその対象を特定して見
いだすことは理論上も実際上もできない。保証債務は履行するが、主た
る債務は履行しないとか、その逆は考えられないからである（６５）」と指摘
する。ここから同教授は、保証人による保証債務の一部弁済による「承
認」と主たる債務にかかる時効利益の放棄との関係について、「画一的
に扱って主たる債務の時効利益の喪失の有無を判断するか（画一的処
理）、弁済時の付随的な事情によって個々具体的に判断する（付随事情考
慮）しかない」とした上で、保証人が主たる債務の時効利益を放棄でき
るかどうかという一連の議論を参考にしつつ、「どの説に立っても、少
なくとも保証人が時効完成を知りながら一部弁済をすると、民法１４６条
が本来予定するところの、意思表示による時効利益の放棄行為として評
価され、その結果、後に主たる債務の時効を援用することができなくな
るとされるだろう」と結論付ける（６６）。この際、保証人が時効完成を知っ
ていたということ（時効利益を放棄したこと）の評価方法が問題となると
ころ、この点については、主たる債務者自身の時効利益の保護との関係
から、主たる債務の時効利益は放棄せず保証債務についてのみ放棄す
る（６７）というような保証人の意思（６８）、すなわち、保証人による求償権の放
棄に向けられた意思の存在が要件として考えられるべきとされる（６９）。こ

64 金山・前掲注63５１８頁。
65 金山・前掲注63５１８―５１９頁
66 金山・前掲注63５１９―５２０頁
67 この前提として、そもそも、主たる債務と保証債務のそれぞれについて、

両者ともに時効が完成しているのか、または、どのような順序で時効が完
成するのかということを含めて論じる必要がある。この点については、近
時の詳細な研究として、今西・前掲注52２８６頁以下を参照されたい。
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れは、保証人が主たる債務の時効利益を放棄したと評価するには、求償
することができないということの認識だけでは足りず、「主債務が時効
により消滅するか否かにかかわりなく保証債務を履行するという趣旨」
が求められるという判例⑧の立場（７０）にも親和する。なお、この点につ
き、判例⑦が、保証人による主たる債務にかかる消滅時効の援用を封じ
る基準として示す保証人の認識の対象は、「時効の完成自体」ではなく、
「主たる債務者の債務承認」であること、また、少なくとも一定の認識
が求められるという点で、保証人による主たる債務にかかる時効利益の
放棄は、「時効の完成」の認識自体が問われない（判例⑨参照）主たる債
務者の時効援用権の喪失の場合との差異が設けられる結果となる（７１）こと
には注意を要する。

68 我妻・前掲注25４８２頁。この際、主たる債務にかかる消滅時効が援用され
た場合に、残された保証債務の法的性質をどのように解するのかが問題と
なる。この点については、「主たる債務は保証人に対する関係で（保証債務
の基礎となる関係で）なお存続する」（我妻・同書）とする見解（本文の通り、
この際、保証人が弁済しても求償はできない）や、「附従性により保証債務
は消滅し、保証人の弁済は非債弁済となるが、債権者に対して返還請求し
えず、また、主たる債務者に対して求償しえない」（奥田昌道『債権総論』
〔悠々社、増補版、１９９２年〕３９６頁）とする見解などが伝統的なものと解さ
れるところ、近時では、理論的構成は別として保証人は主たる債務者に求
償できないことを原則としつつ、「保証人が主たる債務者に事前の通知（４６３
条１項・４４３条１項）をしたにもかかわらず、主たる債務者が適切な対応を
しなかったために、保証人が時効の完成を知らずに弁済し、その弁済が有
効とされた場合には、保証人は主たる債務者に対し、保証委託契約上の債
務不履行又は不法行為を理由として、損害賠償請求ができる」とする見解

（中田・前掲注〔５４〕４９５頁）や、「保証債務自体が独立した債務（一種の損害
担保契約上の債務）に転化する」という見解（片岡宏一郎「主債務の消滅と
保証債務の独立性」金判１０５１号〔１９９８年〕２頁）もあり、参考となる。

69 金山・前掲注63５２０頁。
70 山田・前掲注59２４頁参照。
71 これを保証人の求償権の保護という視点から正当化するものとして、金

山・前掲注51８７頁を、これに反対するものとして、今西・前掲注52２８９―２９０
頁を参照。
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４ 本判決の検討
ⅰ 主たる債務者と保証人の地位の併存
以上の観察をもとに、本判決の検討を行う。
本件事案においては、第１審、原審および最高裁のいずれも、主たる

債務者と保証人の地位が同時に帰属するに至ったＹには、両者の地位が
併存することを認めている（７２）。これは、不真正混同により保証人の地位
は消滅するという学説の基本的な立場が、いずれの審級においても否定
されたこと意味する（７３）。その上で、第１審および原審は、両者の地位を
併有するＹが保証人として弁済していたこと、および、これに対するＸ
側の対応等を考慮して、主たる債務者としての弁済はなく、主たる債務
について、債務承認は生じない（時効中断しない）と結論付けている。特
に原審では、Ｘが発行した領収書のあて名が「連帯保証人Ｙ」となって
いたことや、Ｘ自らＹを連帯保証人として管理していたことなど、詳細
な事実認定の下に、Ｙが保証人として行動したことを認定している。か
ような判断は、主たる債務者と保証人の地位を併有する者が、その地位
を使い分けることができるということが前提になるところ、原審は、
「Ｙが連帯保証人の地位と主たる債務者の地位を都合良く使い分けると
いった信義則に違反するような事情」もないというように、地位の使い
分けが信義則によって制限されることを示している。この「信義則に違
反するような事情」という箇所については、一方で、本人を相続した無
権代理人による追認拒絶が封殺される場合、他方で、保証人が主たる債
務にかかる消滅時効の援用を封殺される場合のそれぞれに関する判例の
対応を想起させる。

72 武川・前掲注⑵４頁。
73 なお、不真正混同により保証人の地位が消滅するという立場に立っても、

例外的に債権者の利益となる場合には、その存続が認められることになる。
しかし、本件ではそのような債権者の利益（保証債務に担保・違約金が付さ
れているなど）があったとは評価できないので、かかる立場によっても、保
証債務は消滅するという結論になるのであろう（堀口・前掲注〔３〕２２頁参
照。同書は、仮に混同により消滅するとした場合には、単に主たる債務者
が主たる債務を弁済していた事例として処理された可能性を指摘する）。

《判例研究》
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これに対して最高裁は、「保証債務の附従性に照らすと、保証債務の
弁済は、通常、主たる債務が消滅せずに存在していることを当然の前提
とするものである」とし、「主たる債務者兼保証人の地位にある者が主
たる債務を相続したことを知りながらした弁済は、これが保証債務の弁
済であっても、債権者に対し、併せて負担している主たる債務の承認を
表示することを包含するものといえる。これは、主たる債務者兼保証人
の地位にある個人が、主たる債務者としての地位と保証人としての地位
により異なる行動をすることは、想定し難いからである」として、一方
において、主たる債務者と保証人の地位の併存を認めつつも、他方で、
その「使い分け」という行為自体を原則的に否定する。すなわち、「附
従性」という保証のエッセンスともいうべき基礎的な法理論から主たる
債務の存在が保証債務の当然の前提となることを指摘しつつ、両者の地
位にある者は「その地位により異なる行動をすることは、想定し難い」
と断言して、その選択的行動は無いということを一般論として確定して
いるのである。しかし、このような抽象的・客観的な評価を行いながら
も、その前提としては、「主たる債務を相続したことを知りながら」と
いう、地位の併有者の相続にかかる認識が条件となる旨も示されてお
り、その一般性が貫徹されていないようにも見える（７４）。この点をどのよ
うに評価すべきか。

ⅱ 保証人による弁済が意味すること
まずは、抽象的・客観的な評価の部分について検討する。この点につ

いては、先に確認した、保証人による時効利益の放棄としての「承認」
に係る金山直樹教授の指摘が重要な示唆を与えてくれる。繰り返せば、
「保証人による弁済は、形式的には、債権者に対して負担する保証債務
の履行であるが、実質的には、主たる債務の履行である。それゆえ、

（筆者注：字義通り存在を認めるという意味での）『承認』の場合と異なっ
て、弁済行為それ自体の中にその対象を特定して見いだすことは理論上
も実際上もできない。保証債務は履行するが、主たる債務は履行しない
とか、その逆は考えられない（７５）」ということである。当然、かかる指摘

74 同様の評価と思われるものとして、堀口・前掲注⑶２０―２１頁参照。
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は、主たる債務者と保証人の地位が別個の人格に帰属している場合につ
いてのものではあるけれども、別個の人格ですらこのような評価が可能
であるならば、同一人に両者の地位が併存する場合などに対しては、よ
り妥当性を持った指摘として受け止められてよい。それゆえ、一般論と
して、保証人の弁済という行為には、それ自体に主たる債務への弁済と
の重なりが必然的に生じるのであって、これを、主たる債務者の地位と
か、保証人の地位とかいう視点から区別することなど無意味と評価する
ことが許される（７６）。換言すれば、第１審および原審のように、いくら保
証人としての地位の認識等を強調し、その地位を確定的に独立させたと
ころで、弁済という行為自体に内在する両面性を完全に区別することが
できないのであれば、結果として、主たる債務の承認を否定する理由に
はまったくならないということである。もっとも、それならば、なぜ、
⑧判例等のように、保証人の弁済だけでは主たる債務にかかる時効中断
が生じない場合があるのかといえば、それは、主たる債務者と保証人の
地位が別人格に帰属しているような場合には、主たる債務者の時効利益
の保護や、保証人からの不当な求償の排除といった「付随事情考慮」が
なされるべきだからであり、金山教授の表現を借りれば、この場合に
は、画一的な処理をしないという選択をしているに過ぎないということ
になろう（７７）。いずれにしても、本判決において、最高裁が、保証人の弁
済について抽象的な表現をもってその意味を確定するに至ったのは、保
証の法的性質から導出される自然な帰結といえるのである。

75 金山・前掲注63５１８―５１９頁
76 なお、平野真由「本件判批」月刊消費者信用３１巻１１号（２０１３年）４６頁は、

「債務弁済を客観的事実として保証人の立場によるとしておきながら、法
的評価として主たる債務の承認をも包含するとしたのか疑問」とした上で、
ＹがＸに対してＢを単独相続した旨を告げていたという「特殊事情」が結
論に影響を与えたと評価する。

77 この点については、時効の中断事由を巡る学説の評価に関連して、「それ
ぞれの説からいちおうの説明はつくが……援用の制度や放棄の制度と共に、
倫理的な考慮が入っていると見るのがよいように思われる」との指摘（星野
英一『民法概論Ⅰ（序論・総則）』〔良書普及会、改訂版、１９８３年〕２６８頁）が
参考となる。
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ⅲ 保証人の認識
さて、このような理解をするのであれば、なぜ、かような弁済による

時効中断が認められる前提として、「主たる債務を相続したことを知り
ながら」という条件が必要となるのであろうか。とりわけ、主たる債務
者と保証人の地位が同一人格に併存している場合には、主たる債務者へ
の求償や、主たる債務者の個別の時効利益というような「付随事情」な
どを考慮する必要もないのであるから、保証人の認識など問題にせずと
もよさそうである（７８）。これについては、時効の中断事由としての「承認」
の法的性質から一つの説明が可能となろう。すなわち、判例によれば、
かかる承認は「時効ノ利益ヲ受クヘキ当事者ノ一方カ其相手方ノ権利ヲ
認識セル旨」の「観念の通知」（判例①参照）なのであって、いくら、意
思表示でもなく、また、権利行使でもない単なる事実である（判例②参
照）としても、相手方の権利の存在にかかる事実を認識していることが
一応の前提（７９）なのである。そうであれば、本判決のような事案において
主たる債務にかかる「承認」が認められる前提として、自身がその債務
を負っていること（＝相手方の権利存在）の事実の認識に繋がる「主たる
債務を相続をしたこと」を知っていることが求められるというのは、か
かる先例との関係上（または、観念の通知の法的性質上）、ある種、当然の
ことともいえる（８０）。

結局のところ、最高裁の判断は、表面的には、「主たる債務を相続し
たことを知りながら」という、付加的な（特殊な）主観的要件を提示して
いるように見えつつも、実際には、法の基礎理論および先例から導出さ
れる理論に基づいて、抽象的・客観的な評価を貫徹していると解するこ
とができる。それゆえ、最高裁としては、Ｙの消滅時効の援用を排除す

78 保証人の認識を不要とする可能性があった旨の指摘として、堀口・前掲
注⑶２０頁参照。

79 同様の解釈と思われるものとして、堀口・前掲注⑶２１頁参照。
80 なお、この認識の要否は、承認が時効の中断事由となることの根拠をど

のように考えるのかにより左右される旨を指摘するものとして、白石・前
掲注⑶４頁、堀口・前掲注⑶２１頁（訴訟法説からは特に説得的に説明できる
とする）参照。
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るために、従前の判例が用いてきた信義則の法理を使う（判例⑦参照）と
いう選択肢もあった（８１）のかもしれないけれども、理論的には、あえて信
義則を用いる状況でも、また、その必要もなく、定型詩（８２）である「特段
の事情」を示しておけば、それで充分であったといえよう。

ⅳ 残された問題
以上から、本件事案において、Ｙは、自身がＢを単独相続した旨をＸ

に通知していることや、Ｂの相続財産を用いて弁済を行っている等の事
実を考慮すれば、主たる債務者の地位を相続したことの認識（権利存在
の認識）が認められてしかるべき状況にあったのであり、かような状況
において行ったＹの弁済が主たる債務にかかる時効中断を生じさせる（８３）

のは当然の帰結であったと評価できよう（８４）。もっとも、本判決において
残された問題も少なくない。最後にいくつかについて観察することとす
る。

⑴ 保証人が相続を知らずに債務を弁済した場合
まず、主たる債務者の地位を併有する保証人が、相続の事実を知らず

に債務を弁済した場合にはどうなるのかということである（８５）。先に検討
した結論からすれば、この場合には、保証債務の時効中断は生じても、
主たる債務の時効中断は生じないということになろう（８６）。ただし、「付

81 武川・前掲注⑵５頁は、本判決を従前の判例の「一環として」位置付ける
ことができるとしたうえで、「保証人による主たる債務の時効援用否定を、
信義則または権利濫用による主張制限ではなく、債務承認の趣旨すなわち、
保証人の意思解釈から導く法律構成をした点に」特色があるとし、また、
平野・前掲注76４８頁は実質的には信義則違反等を考慮したと評価する。

82 この点について、堀口・前掲注⑶２１頁参照。
83 なお、本判決で問題となった時効の対象は信用保証協会の求償権である

ところ、控訴審においても示されている通り、これは、商事債権として、
商法５２２条所定の５年の消滅時効にかかるものとなる（最２判昭和４２年１０月
６日民集２１巻８号２０５１頁）。

84 先に掲げた文献のほか、本判決の各種評釈の多くはその結論自体には賛
成しているものと解される。

85 問題意識として、白石・前掲注⑶４頁、中川敏宏「本件判批」法セミ７１０
号（２０１４年）１０８頁参照。
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随事情考慮」が求められる場合には（あるいは、これが特段の事情に読み
込まれて）、その例外的処理がなされうることを否定するものではない。
例えば、主たる債務者を相続する前（かつ消滅時効完成前）の時点で、保
証人が主たる債務者に対する求償権を放棄しているような場合には、そ
もそも、保証人は自ら独立の債務を負ったというようにも評価すること
ができる（８７）のであるから、相続により主たる債務者と保証人の地位が同
一人に帰属したとしても、もはや、主たる債務にかかる消滅時効を援用
して自らの債務を免れることはできないと解することができよう。

⑵ 「特段の事情」の具体的内容
次に、「特段の事情」の具体的内容についてである。これは、基本的

に、主たる債務者の地位を相続により併有することとなった（かつ、そ
の相続を知っている）保証人の弁済が、主たる債務にかかる消滅時効の中
断を生じさせない事情ということになる。一般論としては、「主たる債
務者としての立場をとくに留保して専ら保証人として弁済する旨を明示
した場合または、そのような弁済ひいては債務承認の趣旨が諸事情から
明らかにうかがえる場合（８８）」と指摘される。もっとも、先のように、保
証人の地位や立場の独立化自体が債務の弁済の特定化に必ずしも繋がる
わけではないことを考慮すれば、立場等が明示されていること自体が問
題なのではなく、あくまでもそのような状況が、保証人のための附随的
事情として考慮されるに過ぎないというべきであろう。いずれにして
も、主たる債務にかかる消滅時効が中断しないということは、地位を併
有する保証人にとってみれば利益となりうる事象であるところ、保証人
が主たる債務の相続を知っており、かつ、一部弁済までしていたとして
も主たる債務にかかる時効中断が生じないなどというようなことが認め
られる場合は多くないと考えられる。具体的に例示されているところで

86 森永・前掲注⑵７４頁（ただし、どの程度の認識が必要かはなお問題である
とする）。

87 前掲注68参照。
88 武川・前掲注⑵６頁（なお、同書はそのような事情が認められたとして

も、なお、信義則に照らして時効援用の可否が判断されることになると指
摘する）。
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も、「主債務者兼保証人から、保証債務にしか時効中断が及ばないかと
質問されたにもかかわらず、それを否定することなく弁済を受け続ける
ような場合（８９）」や、「保証契約をしたことは間違いないので法的措置を
免れるために保証債務の弁済はしておくが、主債務者は契約締結当時認
知症に罹患していた可能性が高いため、主債務が有効に成立したかにつ
いては場合によっては争うつもりがあるとしたうえで弁済をする（９０）」と
いうような場合といった特殊な場面を想定したものにとどまっている。

⑶ 本判決の射程
最後に、本判決の射程についてである。まず、時効の中断事由として

の「承認」と時効利益の放棄としての「承認」はいずれも観念の通知で
よいという共通性がある以上、本判決の規律は、時効利益の放棄として
の「承認」にも当てはまることになろう（９１）。また、主たる債務者を他の
相続人と共同相続することとなった保証人については、先の静岡地判平
成５年１１月５日（９２）が指摘するように、保証人自身の相続分についてのみ
主たる債務と保証債務が併存することとなり、その範囲で、本判決の射
程が及ぶと解すればよいであろう（９３）。加えて、状況が類似する場面とし

89 長谷川卓「本件判批」金法１９８３号（２０１３年）５３頁。
90 堀口・前掲注⑶２１頁（論者自ら「無理に該当例を考えるとすると」と留保

する。なお、同書はさらに、「保証人は『知りながら』弁済をしてきたが、
債権者のほうは保証人が主債務を承継したことを知ることなく保証債務と
して弁済受領し続けてきたというような場合だと、時効中断を認める根拠
の１つである『権利者が権利行使を怠るものとはいえない』という事情が
主債務との関係では存在しないことになるため」、特別の事情が認められる
余地があると指摘している。仮に、かような事情が「特段の事情」となる
のであれば、これは決して特殊な場面に限った問題ではないということに
なろう）。

91 武川・前掲注⑵５頁、石田・前掲注⑵２６頁参照。
92 前掲注⒂とその対応本文参照。
93 堀口・前掲注⑶２３頁、武川・前掲注⑵５頁参照。なお、共同相続人の全

員が相続放棄した場合に、債務超過部分となっている主たる債務の処遇と
保証債務への影響が実務的に問題になるとの指摘（宗宮英俊ほか「本件判
批」NBL１０２５号〔２０１４年〕７４頁）がある。

《判例研究》
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て、主たる債務者たる会社の代表者が連帯保証人となっており、実質的
に両者が一体ともいえる状況にある場合についても、本判決の判断が妥
当しうる旨の指摘（９４）がある（９５）。

Ⅳ おわりに

本件事案は、債権者が、保証人からの弁済を受領するに当たって領収
書のあて名に「連帯保証人」という肩書を付してこれを交付していたり、
連帯保証人から主たる債務者を単独相続した旨の通知を受けた後も連帯
保証人として管理していたりするなど、（金融）実務的にも極めて稀な事
例であったとされる（９６）。その稀な事案とは裏腹に、最高裁の判旨は極め
て抽象的な評価と規律の提示に終始している。先の通り、それ自体は理
論的な側面からは当然の帰結と考えられる一方で、その特殊性が判決に
影響しているのか否かを読み取ることは難しく、また、射程等の検討に
当たりこれを考慮すべきなのか（してよいのか）も一概には判断できない。
加えて、本件は、相続により主たる債務者の地位を併有するに至った保
証人による一部弁済が、主たる債務にかかる時効中断の効果を生じさせ
るのかどうかが争われた事案であったところ、例えば、主たる債務者が
保証人を相続した場合はどうなるのか、また、主たる債務および保証債
務の各債務に付着していた抗弁権等の扱いはどうなるのかなど、両者の
地位の併有によって生じうる問題は多岐に渡ることになろう。見方を変
えると、ここには、そもそも、保証人が弁済する債務とは一体何なのか

94 堀口・前掲注⑶２３頁、武川・前掲注⑵５頁参照。
95 なお、この点に関連して、柚木馨〔高木多喜男補訂〕『判例債権法総論』
（有斐閣、補訂版、１９７１年）２９６頁は、最１判昭和４４年３月２０日（前掲注〔５６〕）
の評釈として、Ａ会社の代表取締役であり、かつ、ＡのＢ銀行に対する債
務の連帯保証人であるＣが、Ａ社の債務を承認（時効利益の放棄）した場合
には、「代表取締役としての主たる債務の承認と、自己の連帯保証債務の承
認と、それに加えて、連帯保証人として主たる債務の時効援用を放棄する
意思を包含するものと解すべき」とする。

96 堀口・前掲注⑶２０頁。
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という、保証の本質にかかわる問題が横たわっているように思われる。
すなわち、保証人は、自身の固有の保証債務を弁済しながらも、その実
質的な意味は主たる債務の弁済であるという、いわば、自らの債務の弁
済でありつつも、代位弁済であるということの法的構造は、実際のとこ
ろどのように理解すべきなのかということである（９７）。本件は表面的に
は、時効中断または時効利益の放棄にかかる債務の承認の意義を探求す
べき事案ではあるけれども、ここから真に提示されている問いは保証の
法的構造とはいかなるものなのかという基礎理論的な難問ともいえる。
先に概観した残された問題と併せて、裁判例の蓄積を待ちつつ、今後の
検討課題としたい。

〔付記〕 本稿は科研費（若手研究〔Ｂ〕課題番号：２４７３００７３）の助成を受
けた成果の一部である。

〔追記〕 校正段階で今尾真「本件判批」判時２２３２号〔判評６６９号〕（２０１４年）
１２４頁に接した（同書は本稿が残した保証の法的構造に係る問題に
対して一定の解答を示すものとなる）。

97 これは、杉本和士准教授（千葉大）から大いに示唆を受けて形成された問
題意識であり、本評釈に取り組んだのも、主としてかかる問題意思からで
ある。結局、問題意識のままとなってしまったけれども、ここに感謝申し
上げる次第である。なお、この点に関する一つの解答として、保証も物上
保証と同じく「債務のない責任」にすぎないと理解するものとして、加賀
山茂『現代民法 担保法』（信山社、２００９年）１３７―１３８頁参照。
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